
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国東市特定事業主行動計画「第３計画」 



 

 Ⅰ 総 論   

１．計画策定の背景と目的 

２．計画の対象者 

３．計画期間 

４．計画の推進体制 

 

 Ⅱ 目 標   

 

 Ⅲ これからの取組   

１．諸制度の周知 

２．妊娠中及び出産後における配慮や育児休業等を取得しやすい環境の整備 

３．育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰 

４．子どもの出生・育児期間における父親の休暇の取得の促進 

５．時間外勤務の縮減 

６．休暇の取得の推進 

７．適正な人員配置や人事異動についての配慮 

８．庁内託児施設の設置の検討 

９．その他の次世代育成支援対策に関する事項 

（１）子育てバリアフリー 

（２）子ども、子育てに関する地域貢献活動できる環境づくり 

（３）子どもを安心して育てることのできる環境づくり 

（４）家庭教育に関する学習機会の提供 

（５）不妊治療・母体保護・結婚に関する情報提供 
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 Ⅰ 総 論   

 

１．計画策定の背景と目的  

急速な少子化の進行は、わが国の社会経済全体への影響とともに、子どもの社会性の

発達など、子ども自身の育ちに対して重大な影響を及ぼすものであることから、今後、

社会全体として次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成させていく環境

の整備を図るため、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」（平成１５年法律

第１２０号）が制定され、同法第１９条の規定において、国及び地方公共団体の機関等

で政令で定めるものは「特定事業主」として、法に基づく策定指針に沿った「特定事業

主行動計画」を策定し公表することが義務付けられた。 

平成１８年３月３１日に国見町、国東町、武蔵町、安岐町の４町で合併した国東市に

おいても、各町で策定をしていた本計画を参考に、平成２１年１月に「国東市特定事業

主行動計画」を策定し、平成２３年度までを「第１計画」、平成２４年度から平成２６

年度までを「第２計画」と位置づけ、さまざまな子育て支援対策に取り組んできた。し

かしながら、この１０年間で、国全体として少子化の流れが変わったといえる状況には

至っておらず、次世代育成支援対策の取組を更に充実していく必要があるとの認識から、

国では「次代を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の一

部を改正する法律」を平成２６年４月に制定し、「次世代育成支援対策推進法」の有効

期間を１０年延長して、平成３６年度末まで引き続き次世代育成支援対策を推進してい

くこととした。 

これを受けて、国東市でも「国東市特定事業主行動計画」策定以降、新たに制定され

た制度の周知に加え、当初から計画に盛り込まれている推進項目を充実したものとし、

職場で働く職員が、職場及び家庭において子育ての意義についてさらに理解を深め、仕

事と子育ての両立を図ることができるよう、平成２９年２月に実施した「特定事業主行

動計画評価・見直しに伴うアンケート調査」による職員意識も参考として改訂したもの

である。 

 

２．計画の対象者  

本計画は、国東市長、国東市議会議長、国東市教育委員会、国東市選挙管理委員会、

国東市代表監査委員、国東市農業委員会、国東市消防長、国東市水道事業管理者、国東

市民病院事業管理者が策定するものであり、計画の対象者は、それぞれに所属する職員

とする。ただし、教育委員会所属の県費負担教職員については、給与、勤務時間その他

の勤務条件が大分県の条例で定められており、各制度の内容が異なる場合も考えられる

が本計画を準用することとする。 
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３．計画期間  

次世代育成支援対策推進法の有効期間が１０年間延長され、平成３６年度末までとな

ったことから、このうち平成２９年度から平成３１年度までの３年間を計画期間とする。

また、計画期間中においては、必要に応じて計画の見直しを行うものとする。 

 

４．計画の推進体制  

（１）「特定事業主行動計画策定・評価委員会」の設置 

計画に基づく取組を全庁的に、かつ、効果的に推進するとともに、取組の実施状

況の検証及び当該検証に基づく計画の見直しを行うため、各部局の人事担当者等を

構成員とする行動計画策定・評価委員会及び作業部会を設置する。 

（２）相談・情報提供の窓口設置 

仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口の設置及び当該相

談・情報提供等を適切に実施するための担当者の配置を行う。 

（３）計画の公表 

計画策定・見直し・修正等を行ったときは、国東市ホームページに掲載すること

により公表するものとする。 

（４）計画の周知 

計画に基づく取組を着実に推進していくために、グループウェアの掲示板への関

連記事の掲載や、各種啓発資料の作成・配布、研修の実施等を通じて、全職員に対

し、計画の内容について周知徹底を図るものとする。 

（５）計画の実施状況の検証 

計画に基づく取組の実施状況については、年度ごとに行動計画策定・評価委員会

で検証を行い、把握した結果や職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や計

画の見直し等を図るものとする。 
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 Ⅱ 目 標   

 

 

国東市特定事業主行動計画について認知度を１００％にする 

（Ｈ２８年度実施アンケート調査認知度２５．６％） 

 

出産や育児に係る諸制度について認知度を１００％にする 

（Ｈ２８年度実施アンケート調査認知度３０．８％） 

 

母親になった職員の育児休業の取得率を１００％にする 

（Ｈ２７年度育児休業取得率１００％） 

 

父親になった職員の育児休業取得者を毎年度最低１人以上とする 

（Ｈ２７年度育児休業取得者数１人） 

 

父親になった職員の出産補助休暇及び育児参加休暇の取得率を１００％にする 

（Ｈ２７年度出産補助休暇取得率９４．１％） 

（  〃  育児参加休暇取得率 ７．３％） 

 

育児休業中の職員に対し情報提供等を行う仕組みを構築する 

 

定時退庁日における定時退庁実施率を１００％にする 

 

年次有給休暇平均取得日数を１５日にする 

（Ｈ２７年年次有給休暇平均取得日数１０．３日） 

 

 

 

 

 

※各種休暇取得率・取得数等については市役所職員を対象としたもの 
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 Ⅲ これからの取組   

 

 

１．諸制度の周知  

 

【現状と課題】 

平成１７年から施行された「次世代育成支援対策推進法」において、国の各府省や地

方公共団体等は「特定事業主」として、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する次

世代育成支援対策に関する計画）を策定することとされている。 

国東市でも第1計画（平成２１年～２３年）、第２計画（平成２４年～２６年）とそれ

ぞれ３ヵ年計画を策定し、策定時にはグループウェアで全職員に周知を行ってきたとこ

ろである。 

しかしながら、回答者のうち約７５％が計画を知らず、計画の策定を知っていても約

３０％が計画を読んでいない状況であった。 

さらには、育児休業制度・部分休業制度・出産や育児に係る特別休暇制度についても

回答者のうち約半数が「ほとんど知らない」又は「全く知らない」と回答しており、第

２計画の中で制度の周知徹底を図るとしてきたが、一層の周知徹底が必要である。 

 

【取組内容】 

制度の取得等について、その実現には周囲の職員の理解も必要なことから次の取り組

みを行い周知徹底を図るものとする。 

○各種啓発資料の作成・配布による周知徹底 

母性保護、育児休業、休暇等の各種制度や子育てに関する情報をまとめた冊子等

を作成し、グループウェア等により全職員へ周知を図る。 

○研修等の実施による周知徹底 

各種庁内研修等において、出産や育児に係る制度の周知を図り、職員の意識啓発

に努める。 
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２．妊娠中及び出産後における配慮や育児休業等を取得しやすい環境の整備  

 

【現状と課題】 

妊娠中や育児中の職員に対して、職場での業務分担見直しや時間外勤務の制限、休暇

取得促進などの配慮について、約４３％が「行われていない」又は「わからない」と回

答している。理由として「業務が優先になっている」ことや当該職員の「業務負担が大

きいとき」又は「時間外勤務を行っているとき」の配慮が不十分であることがあげられ

ている。 

育児休業等の取得を促進するために取り組むことが必要と思われる事項については、

半数以上が「職場全体の雰囲気づくり」や「代替要員の確保」と回答している。 

また、育児休業を取得する際に障害と感じた事項や、出産や育児に係る特別休暇を取

得しなかった理由として一番多かったのは「職場に迷惑がかかる」という回答であり、

周りの職員の一層の理解と協力支援が必要である。 

 

【取組内容】 

育児休業及び部分休業、出産や育児に係る特別休暇に対する職員一人ひとりの意識改

革を進めるため、次の取り組みを行い、妊娠中及び育児中の職員への配慮や育児休業等

を取得しやすい環境づくりに努めるものとする。 

○安心して育児休業等を取得できる職場づくり 

１）周囲の職員の理解が必要なことから、その重要性について所属長に対し、周知

徹底を行う。 

２）育児休業の取得手続や経済的な支援等について情報提供を行うとともに、人事

担当課において随時相談に応じる。 

３）妊娠を申し出た職員に対し、本人の希望に応じて、育児休業の制度・手続きに

ついて説明を行う。 

４）公務員制度に関する研修等において、母性保護、育児休業、休暇等の各種制度

や子育てに関する情報の説明を行う。 

○諸制度の取得促進 

育児休業及び部分休業を取得した経験のある職員の体験談等を収集し、職員に対

し情報提供することによって育児休業等の取得の促進を図る。 
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３．育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰  

 

【現状と課題】 

育児休業を取得した際に障害と感じた事項について、女性のうち約２７％が「復帰後

の職場や仕事の変化に対する不安」をあげている。 

また、育児休業の取得を促進するために取り組むことが必要と思われる事項について

も「職場復帰時の支援（研修等）」や「休業前の職場への復帰」が多くあげられている

ことから、職場や仕事の変化に対する不安を取り除くための情報提供等や研修、人事配

置等による職場復帰への支援・配慮が必要である。 

 

【取組内容】 

育児休業中による職場や仕事の情報が途絶えることが復帰の際の不安等につながる

ため、次の取り組みを行い、育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰をサポートする

ものとする。 

○育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰 

所属長は、育児休業中の職員に対して、当該育児休業期間中の業務の情報を必要

に応じて提供するとともに、本人の意向を尊重した上で、復職時において円滑な職

場復帰を果たすための必要な事項の職場研修を行う。 
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４．子どもの出生・育児期間における父親の休暇の取得の促進  

 

【現状と課題】 

育児休業については男性の約４９％、出産や育児に係る特別休暇については約７５％

が取得したいと回答しており、また、家庭生活と仕事の両立及び次世代育成支援対策に

効果的と思う取り組みとして、「子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進」が

最も多いことから、父親の積極的な制度の活用が望まれる。 

 

【取組内容】 

父親の育児への参加を促すために次の取り組みを行い、制度の積極的な活用を促すも

のである。 

○子どもの出生時等における父親の休暇の取得の促進 

子どもの出生という親子にとって最も大切な時期に、父親である職員が子どもを

持つことの喜びを実感するとともに、出生後の配偶者をサポートすることが重要で

あることに鑑み、特別休暇として付与される日数の出産補助休暇及び育児参加休暇

の取得実現を促進する。 

○父親の育児休業等の取得の促進 

育児休業及び部分休業を取得した経験のある職員の体験談等を収集し、職員に対

し情報提供することにより、育児休業等の取得の促進を図る。 
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５．時間外勤務の縮減  

 

【現状と課題】 

時間外勤務の考え方として、多くの職員が「仕事の状況に応じて超過勤務をする」「で

きるだけ超過勤務をしない」と回答している。 

また、職場での時間外勤務の管理や特定の職員に仕事が偏らないような配慮について、

約半数が「配慮されていない」又は「わからない」と回答している。時間外勤務を減ら

す工夫については「業務を効率的に行うようにしている」が最も多く、休日勤務や時間

外勤務等を減らすために効果的と思われる方法については「適正な人員配置」「事務の

簡素化、合理化」が多くあげられていることから、適正な人員配置はもとより、事務の

簡素化及び合理化を推進することによる時間外勤務縮減等の意識啓発が必要である。 

 

【取組内容】 

時間外勤務縮減は、職員の心身の健康保持、ひいては、これらが生み出す職員の勤務

意欲と発揮能力の向上に資するなどの観点から重要な課題である。特に、育児を行う職

員に対しては「深夜勤務及び時間外勤務の制限制度」の周知徹底を行い、家庭生活と仕

事の両立を支援するため、次の取り組みを実施するものとする。 

○事務の簡素化・合理化 

１）所属長は事務について、事務の簡素・合理化を推進し平準化、効率的な事務遂

行に努める。なおかつ恒常的に時間外勤務が生じる場合は、適正な人員配置を

人事担当課に要望する。 

２）職員は、日頃から事務の効率的な遂行を心掛け、簡素・合理化や必要性の乏し

い事務の見直し・廃止などに努める。 

３）人事担当課は、恒常的に時間外勤務をしている係・職員について、所属長と情

報を共有するとともに、ヒアリングを行い、適正な人員配置に努める。 

○時間外勤務の縮減 

１）所属長は、時間外勤務をしている職員の業務内容、健康の維持管理に留意する

とともに、時間外勤務を減らす雰囲気づくりに努める。また、時間外勤務が特

に多い職員の状況把握に努めるとともに、特定の職員に時間外勤務が集中しな

いように、課内における業務分担の見直しや係を越えた応援体制の整備など、

適切な措置を取るように努める。 

２）職員一人ひとりが時間外勤務の縮減に対し、高い意識を持って業務に従事する

よう努める。 

○定時退庁の周知・実施 

定時退庁日として「ノー残業デー」（毎週水曜日）の周知徹底を図る。  
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６．休暇の取得の推進  

 

【現状と課題】 

年次有給休暇の取得について、約77％が「ためらい」を感じており、そのうちの半数

以上が「職場に迷惑がかかると感じるから」と回答している。 

また、休暇の取得を促進するために取り組むことが必要と思われる事項については

「休暇を取得しやすい、職場の雰囲気づくり」が最も多い回答であった。 

職員が安心して年次有給休暇の取得ができるようにするためにも、事務処理に対して

相互支援ができる体制を整備する必要がある。 

 

【取組内容】 

職員の活力の向上を図るとともに、子どもとの触れ合いの時間を増やし、家庭生活と

仕事の両立を支援するために次の取り組みを行い、年次有給休暇の取得促進を図るもの

とする。 

○年次有給休暇の取得の促進 

１）人事担当課は、所属長に対して、年次有給休暇の取得計画表を作成させること

により、計画的な年次有給休暇の促進を図る。 

２）ゴールデンウィーク・シルバーウィーク・夏季特別休暇期間などにおいて、年

次有給休暇を組み合わせ、連続休暇の取得促進を図る。 

３）子どもの入学・卒業及び授業参観日や運動会等における年次有給休暇の取得促

進を図る。 

４）月末の金曜日に実施されている「プレミアムフライデー」等を利用しながら土

曜・日曜日と組み合せた連続休暇の取得促進を図る。 
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７．適正な人員配置や人事異動についての配慮  

 

【現状と課題】 

育児休業等の取得を促進するために取り組むことが必要と思われる事項について、

「代替要員の確保」が多くあげられており、また、「適正な人員配置」が休暇の取得促

進や時間外勤務等の縮減に効果があるとの回答があった。 

また、家庭生活と仕事の両立及び次世代育成支援対策に効果的と思う取り組みについ

ても「子育てをしている職員に対する異動についての配慮」が最も多い回答であり、適

正な人員配置や、出産や育児に係る職員についての配慮が必要である。 

 

【取組内容】 

出産や育児に係る職員で、子どもの養育等を行うことが困難となる職員については、

次の取り組みを行い、人事異動等の配慮を行うものとする。 

○出産や子育てをしている職員の職場に対する人事的配慮 

子どもの養育等を行うことが困難となる職員については、人事担当課は、その異

動についての配慮に努めるものとする。又、人事異動により配置先が変更になった

場合、所属長は同様の点に配慮する。 
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８．庁内託児施設の設置の検討  

 

【現状と課題】 

庁内に託児施設を設置することについては、現在養育中の職員の半数以上が「必要で

ない」と回答しており、その主な理由に「育児休業の取得しやすい環境づくりなどの対

策の方が重要である」「現在、利用しているサービスで満足している」「職員のためだけ

の託児施設は無駄である」が多くあげられた。 

一方、約４３％が「必要である」と回答し、主な理由として「子どもの急な発熱やケ

ガなど緊急時にすぐにかけつけることができるため」といった回答が多くあげられてい

る。 

小学校就学の始期に達するまでの子どもを育てる職員が利用することのできる託児

施設の庁内設置については、育児休業等の取得しやすい環境づくりとともに検討が必要

である。 

 

【取組内容】 

所属ごとの回答にも大きな隔たりがあることから、任命権者ごとに近隣市町村等の状

況を勘案しながら、今後も検討していくものとする。 
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９．その他の次世代育成支援対策に関する事項  

 

子育ては、家庭や学校だけでなく、社会全体で行うことが重要であるという観点から、

子どもを育てやすい環境づくりに必要な次世代育成支援対策として、次の取り組みを行

うものとする。 

 

（１）子育てバリアフリー 

乳幼児を連れた来庁者の多い部署において、ベビーベッド、おむつ台、授乳室等

の設置及び喫煙場所の検討、分煙の徹底を行うことにより乳幼児と一緒に安心して

来庁できるよう職場環境のハード面の整備、また、子どもを連れた人に対して親切

な応接対応等のソフト面でのバリアフリーを推進することにより、気兼ねなく子ど

もと一緒に来庁できるよう職場環境の整備に努める。 

 

（２）子ども、子育てに関する地域貢献活動できる環境づくり 

子ども・子育てに関する地域活動に貢献するため、スポーツや文化活動、地域の

子育て活動等に関して、職員が積極的な参加ができるような環境づくりに務める。 

 

（３）子どもを安心して育てることのできる環境づくり 

交通事故予防について、関係機関と連携して取り組み、地域及び職場における交

通事故防止活動等、また、子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう

職員の自主的な防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への積極的な参加

を呼びかける。 

 

（４）家庭教育に関する学習機会の提供 

保護者でもある職員は、子どもとの交流の時間が確保し難い状況にあるとともに、

家庭教育に関する学習機会への参加が難しい状況にあるため、職員に対し、家庭教

育に関する情報提供を行い、家庭の教育力の向上を図る。 

 

（５）不妊治療・母体保護・結婚に関する情報提供 

不妊治療の相談窓口や治療費の一部助成制度、また、妊娠中の流産予防対策、結

婚に関する相談窓口や男女の出会いのイベント日程などについてグループウェア

の掲示板等へ情報提供し、周知を図ることにより、各種制度の活用促進を図る。 

また、不妊治療に関する情報及び勤務条件等の取り扱いについて相談を行う。 



 
 

 


